
                                          
                                       

資料３ 

建設界における担い手に関する指標について 

  

担い手に関する状況を調査するうえで、以下の指標を考えており、既に情報提供頂いたデ

ータに基づき分析を進めておりますが、条件の違い等により正確な分析ができていないの

が現状です。引き続き、分析等を進めたく、ご協力をお願い致します。 

 

①求人倍率の推移について（各県労働局） 

・建設業界における新卒者の需要供給バランス示す指標を検討中。 

・公表されている有効求人倍率等のデータには、新卒者（特に大卒、高専）が含まれてい

ない場合があるなど、新卒求人（特に大学、高専）の需要供給の動向をどの様に分析す

るか整理中。 

 

②入職率・離職率の推移について（各県労働局、各県統計部局） 

・新卒者のうち、建設界への入職と離職（数年以内）の状況を示す指標を検討中。 

・県別や職種別（建設業他）による分析を進めているが、条件の違いや異常値と思われる

データの取扱などについて整理中。 

 

③建設系学生数等の推移について（各県教育機関） 

・各県によって対象とする学校や学科の条件が異なるなどの違いがあり、データ整理中。 
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【石川県測量設計業協会】 

 

■ 県産連雇用状況等アンケート調査     調査日 H26.8.19 石川県測量設計業協会 

１．貴組合（団体）の組合員（会員）数についてお聞きします。 

  （１）貴組合（団体）の組合員（会員）数について教えてください。 

1,211 名 (45 社)     

２．貴組合（団体）の技術者の充足状況についてお聞きします。 

（技術者：設計・測量技術者）  

  （１）貴組合（団体）における技術者の正社員数（非正規の常用雇用含む）を教えて下さい。 

技術者        825   名

  （２）上記の正社員数（非正規の常用雇用含む）は足りていますか。 

①足りている 

②ギリギリ足りている ③やや不足している 

③やや不足している 50%

④不足している   

 

■若手測量技術者の求人倍率 10 倍    アイサンテクノロジ－㈱様のＨＰより 

 
 図１は、測量専門学校の生徒数の減少を示し、最高時の 15％程度にまでなってしまいました。この

図の右肩下がりだけを見ると、将来性は明るくありません。ところが、測量専門学校関係者の話により

ますと、最近の東京地域では求人倍率が１０倍程度にもなっているそうです。地方でも３倍程度の求人

倍率のようです。 
  最近の測量業界が、若手の技術者を受け入れたい希望があります。しかし、生徒が減少しすぎて、

需要に追いつかなくなってしまったようです。測量専門学校も新しい時代の教育を行うことによって、

生徒数を増やし、業界の要請に応えられるようにすることが望まれているのではないでしょうか。 
    図１． 測量専門学校生徒数の変化 
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建設業を取り巻く現状と課題

出典：総務省「平成２２年国勢調査」

出典：総務省「国勢調査」 　※70歳以上は除く 出典：総務省「平成２２年国勢調査」

1,940
2,025

2,150

2,666

2,192 2,214 2,217

2,079

1,764

1,592

1,403

1,210
1,115

1,028
924 902 902 887

833

1,069
1,100 1,128

1,538

1,202 1,170
1,148

1,086
997

899
796

697
630 613

535 508 492 510
457

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

金額（単位：億円）

（年度）

県全体 土木部

※当初予算ベース(H10,H14,H18,H22は６月現計。）

平成10年度（ピーク時）
2,666億円

平成25年度

当初833億円 ピーク時比▲1,833億

円（▲68.7%）

※H25実質当初では 1,238億円

ピーク時比▲1,428億円（▲53.6%）
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ピーク時
平成11年度のピーク時と
比較すると、▲1,689業者
（▲23.3%）の減少

建設業は、県内就業者の約１割を占める基幹産業であり、社会資本整備や維持管理はもとより、災害復旧応急や除雪など、県民の安全・安心を守る大きな役割を担っている。
しかしながら、建設業はこれまでの建設投資額の減少等の影響により、新規採用を抑制してきた結果、技能労働者の高齢化や若年入職者の減少が顕著となっている。

本県の投資的経費（予算）の推移 本県の許可業者数の推移

◇本県の投資的経費は平成１０年、許可業者数は平成１１年をピークとして減少傾向が続いているが、ピーク時で比較すると、建設業許可業者数に比べて投資的経費の減少割合が大きいことから、建設業を取り巻く競争環境は厳しい状況となっている。
また、本県の就業者数のうち建設業の就業者数は製造、卸・小売り、医療・福祉に次ぐ第４位であり、地域の雇用を支える基幹産業であると言える。

◇建設業就業者数は、５５歳以上が３４．９％、３０歳未満が１０．３％と高齢化が進行し、次世代への技術継承が大きな課題といえる。また本県の建設業就業者の年齢構成から、今後１０年間で高齢者の大量退職を迎えることが予想され、建設業の技
術・技能の修得には概ね１０年程度の期間がかかると言われており、若年者の確保が喫緊の課題となっている。
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１０年間で、建設業に
おける若年者比率は
２１％から１０%に低下

１０年間で、建設業に
おける高齢者比率は
２４％から３５％に増加

本県の就業者における若年者及び高齢者の割合

337

1588

3107

5124

7070

5274

4474

4852

6334

6669

4060

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000 8000

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢構成

337

1588

3107

5124

7070

5274

4474

4852

6334

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000 8000

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

年齢構成

若年者の確保が
喫緊の課題

今後、１万人超
の大量退職が
見込まれる

平成２２年の建設業就業者数の年齢構成 平成３２年の建設業就業者数の年齢構成（予想）
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県内の全就業者数は582,449人
うち建設業の就業者数は8.4％を占める

職種別就業者数
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